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   日本国民の基本的人権を守るため、北朝鮮による拉致事件の背景を含め    

   た再調査を求める意見書    

    

昭和時代を中心に発生した北朝鮮による拉致事件は、政府認定17人、警察庁が発表

した「拉致の可能性を排除できない事案に係る方々」は878人と多数に上り、今なお

解決の糸口が見えていない。 

令和２年２月３日、有本恵子さんの母嘉代子さんが、同年６月５日には横田めぐみ

さんの父滋さんが亡くなられた。短期間に拉致被害者家族が亡くなられる痛ましい状

況が続いている。 

このことからもわかるように、被害者及び被害者家族の高齢化からもわかるとおり

残された時間はわずかである。日本政府は「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵

害問題への対処に関する法律」の中で国及び地方公共団体に対して、拉致問題の解決

のために最大限の努力をすることを定めている。 

我が国同胞の基本的人権を保障すること、我が国への重大な主権侵害に対するため、

拉致被害者の早期帰国を含めた拉致問題の解決は必須である。 

拉致事件には北朝鮮の工作員の関与とともに日本に住む協力者がいることが疑われ

ている。さらなる被害者を生まないためにもこれらの原因について背景を含めて調査

し、対策を講じることは重要である。 

よって、西東京市議会は、日本政府に対して再発防止の観点からも事件の背景を含

めた拉致事件の調査と、拉致被害者の早期帰国のための外交交渉をより一層進めるこ

とを求める。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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